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事 務 連 絡

平成 22年 2月 15日

市町村 介 笹保険担当挟 (室)御 中

厚生労働省老健局総務離

景気対応緊急保証制度について

(周知依頼)

平兼より当省の業務に格別のご配慮を瞬り、厚く御礼申し上げます。

本年 1月 28日 の平成 21年度第 2次 補正予算の成立に伴い、「明日の安心と成

長のための緊急経済対策」(平成 21年 12月 8B閣 議決定)に おいて決定された

「景気対応緊急保証」が 2月 15日 から開発 します。

平成 22年 2月 15日付で、別添の事務連絡を介護保政事来関係団体に対し完

出しましたので、ご承知おきください。

本制度においては、
一部例外業極を除き、全来租を対象とされており、医療 ・

介設の業種についても 「景気対応緊急保証制度」の対象とされています。

当該制度は、個別の企美が認定基準を満たして市区町村長の解定 (認定基神

を含む事務は各Hf区町村の景気対応緊急保証制度の担当課)を 受けた場合、信

用保証協会の保証のもと、融資を受けることが可能となる制度です。具体的な

認定基挫、保紅内容等については別添 2を 御袖認ください。なお、当該制度は

平成 22年度限りのものです。

当誠制度の具体的な認定基準、行政内容等のお問い合わせについては、信用

保証協会又は各経済産業局まで照会くださいますよう、事業者によろしく周知

願います。                 1



事 務 連 絡

平成 22年 2月 15日

介護保険事業関係団体 制 中

厚生労働省老健局総務課

景気対応葉急保証制度について

(同知依頼)

平素より当省の業務に格別のご配慮を賜り、厚く御礼申し上げます。

本年 1月 28日 の平成 21年度第 2次補正予算の成立に伴いヽ「明日の安,いと成

長のための緊急経済対策」(平成 21年 12月 8日 閣議決定)に おいて決定された

「景気対応緊急保証制度」が2月 15日からD日始します。

本制度においては、
一部例外業価を除き、企業駈を対象とされており、医療

・

介鞭の業種についても 「景気対応緊急保証制度」の対象とされています。

当核制度は、個別の企業が認定基挫 (当桜認定基準については市区町村の景

気対応緊急保証制度担当課にお問い合わせください。)を 満たし市区町村長の認

定を受けた場合、信用保証隆会の保証のもと、融資を受けることが可能となる

制度です。具体的な認定基準、保証内容、申請手続きに関するお問い合わせは

信用保証協会又は各経済産米局までお問い合わせください。

つきましては、貴団体におかれましては、会員事業所等に周知していただく

よう、ご協力をお願い申し上げます。

(参考)指 定業種について

別訴3に 添付いたしました当該制度の指定業租について、各革薬が該当する

産栄分類番号は以下の通りとなります。(指定業種における産業分類番号は、1日

分類 (平成 14年 3月 改訂〕にて判断されます。)

1.介 被サービス事栄所 (2、 3を除く):75

2_介 護療養施設サ
ービスを行う事業所 :73

3.福 祉用具貸与または介鞭予防福祉用具貸与を行う事業所 :88

(別添の案内)

別添 1:景 気対応緊急保証制度のパンフレット

別添 2:景 気対応緊急保証制度の概要

別添 3:景 気対応緊急保征制度の指定業種
一覧
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お尋ねください。
米燥証協会又は金融機関などによる番査の経察、ご喬聾に添いかねる場合があります。

☆握済楢善な越蔑付条特の変霞1こついても、こ相談ください。
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景気対応緊急保証の指定業種
塁晶豊志て)□〔中小企業信用保険法第 2舞 第 4項 第 5号 の指定

指定期間 :平成 20年 10月 31回 ～平成 23年 3月 31日

指定業種における産業分類番号は、旧分類 (平成14年 3月改訂)に て判断することと
する。

通

番

産業分類
中分類番号
(多考)

指 定 業 種

1 02 林装 (素村生産業及び環村生産サービス業に限る。

2 05 鉱業

3 06 結合工手楽 ヽ

4 07 職別工事業 〔設備工事業を除く。)

5 08 設備工事業

6 09 食料品製造業

，
′ 10 飲料 。たばこ ,飼科製造業

8 繊維工業 〔衣服、その他の機経製品を除く。)

9 12 衣服 。その他の機雑製品翌造業

10 13 本材 ・本製品製造業 (索具を除く。)

14 家具 ・装備品製造彙

12 15

13 16 印刷 ‐同組込衆

14 17 化学工衆

15 18 石油製品 ・石炭製品製造禁

16 19 プラスチック製品製造業 く別褐を除く。)

17 20 ゴム製品製造葉

18 21 なめじ革 ・同製品 ・毛皮製造業

19 22 需集 ・土石製品製造業

20 23 鉄鋼楽

21 24 非鉄金属製造集

22 2 5 会屈製品製造集

23 26 二般優機器具製造集

24 27 電気機機器具整造葉



2 5 28 情報通信機械器具製造葉

26 29 電子部品 ・デバイス製造楽

27 30 的送用機機器具製造集

28 31 精密慢権器具製造集

2g 32 その他の製造集,

30 33 電気楽

31 34 ガス業

０
こ
り
じ 35 離供給楽

33 36 水道楽

34 37 通信業

35 38 放送彙

ａ
ロ
つ
０ 39 情報サービス案

37 4 0 音I景三号差歩皆登者五畳争書誉星畳畠ぞ予景観翠幹蕗輩花豊F香枚
６
０
ａ
０ 41 映像 ・音声 ・文字情報制作集

39 42 鉄道楽

40 4 3 通路旅客運送業

41 4 4 道路貨物運送葉

42 45 水運象

43 46 航空運輸葉

4 4 47 を庫葉

45 48 運輸に附帯するサービス葉

46 49
各種商品卸売楽 〔適正化法第2条覇 6項第 5号及び第7項第 2号 に規
定する営業を除く。)

47 50
殺桂 ,衣阻等卸売楽 〔適正化法第2彙 寄 6項 寄 5号 及び第 7項 葺 2号
に規定する営業を除く。)

48 51 飲食料品卸売業

49 52

50 53 機機器具卸売来

51 54
その他の卸売集 て適正化法第 2条 野 6項 第 5号 及び第 7項 第2号 に規
定する皆葉を除く。)

52 55
各種商品小売禁 (適正化法鑑 2集 第6項 第 5号 及び第フ項第 2号 に規
定する皆衆を除く。)



53 5G
絶物 ・衣阻 ・身の回り品小売楽 〔適正化法第2祭窮6項第 5号 及び第
フ項第2号に規定する営楽を除く。)        ,

5 4 57 歓食料品小発業

55 58 自動車 。自転車小売楽

56 59 家具 ・じゅう器 ・機械器具小売葉

57 60
その他の小売業 (適正化法第 2条 第 6項 第 5号 及び第 7項 覇 2号 に規
定する営業を際く。〕

58
”
ｒ
食
ｕ 保険業 t保険環介代理葉及び保険サービス葉に限る。〕

59 68 不動産取引楽

60 69 不動産貿賞繁 ・管理彙

61 70 密畳督倉:ど岩岳占重密畳雷畳営岳雪を暑魯岳宮ユ景吾置と予景曇務

62 71

遊興飲食店 〔造正化法第 2条 第 1項第 1号 から第3号 まで、窮 5号 及
び窮6号 に規定するものについては、一般六衆向けに主として食事の
提供を行うもの (歓楽的雰囲気を伴うものを除く。)に 限る。)

63 72 宿泊業 (道正化法第 2条 第 6項 第 4号 に規定する営業を除く。)

64 73 医療業

65 74 保健衛生

66 75 社会保険 ・社会福祉 ・介臣事業 ,

67 ａ
ｕ
■
， 学校教育

０
０
と
０

■
′
，
ど その他の教育、学習支援業

6g 78 郵便局 (ヨ便局受驚業に限る。)

70 79 協同組合 (他に分類されないもの)

71 80
専門サービス集 (他に分類されないもの)(興 信所のうち、専ら個人
の身元、身上、素行、思想閉査等を行うものを除く。)

72 81 学行 ・開発研究機関

Ｏ
Ｊ
可
′ 3 2

洗濯 ・理容 ・隻客 ・沿将葉 〔適正化法第2条第6項第 1号に規定する
営業を除く。)

74 83
その他の生活閣連サービス楽 〔易断所、観相業及び相堀案内業を除
く。)



75 8 4

76 8 5 臨真物aL理業

77 86 自動車車宙桑

78 87 柱粧等体理葉 〔別相を除く.〕

79 88
物品貫貴集 〔連正化法第2条 第 6項 第 5号 及び第7項 覇 2号 に規定す
る営業を除く。)

80 89 広告業

81 9 0 手密讐縁だ森苫百所を韻どす〒釜番び取立業(公共料金又はこれに率メに芸ぎ周旋集を除く。)

ａ
た
０
０ 93 その他のサービス業


